
「経営に資する知的財産戦略」の名の下，「経

営，研究，知的財産部門の三位一体戦略」とい

う言葉が使われるようになってから数年が経

1 ．はじめに

つ。この大命題に対して，これまで数々の論説

等により多面的な検討がなされてきており，そ

れらの中には，「『知的財産ポートフォリオの精

査・評価が先ずありき』で知的財産部門が経営

部門，研究部門に先行して事業戦略の策定を先

導するもの」，あるいは，「『事業収益に貢献す

べし』との立場から特許ライセンス収入獲得に

走るもの」がしばしば見受けられた。

しかしながら前者については，事業戦略は本

来，市場，商圏，生産力，営業力，将来性，収

益性，成長性，ブランド力，トレンド等に基づ

いて決定されるものである。保有する知的財産

ポートフォリオもその重要な一つの要素ではあ

るが，事業の方向性を定める決定打になるとは

限らない。ゆえに，知的財産部門が事業戦略の

策定を先導することが全てのケースに当てはま

るわけではない。

後者については，経営陣の多くが知的財産部
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抄　録 「経営に資する知的財産戦略」の名の下「経営・研究・知的財産部門の三位一体戦略」が
不可欠といわれる中で，知的財産部門が事業戦略の策定に参画していくことの実体的な意味は，経営
部門，研究部門によりイメージされた事業戦略に対して，知的財産面から評価すること及びこの評価
結果に基づいてコンサルテーションを行うことである。当該評価及びコンサルテーションを行うため
には，知的財産戦略とりわけライセンス戦略がどのように事業戦略の達成に貢献するかの“事業貢献
メカニズム”を理解していなければならない。当小委員会では知的財産ポートフォリオとライセンス
戦略との関連性について典型的な４タイプの事業戦略からアプローチし，“事業貢献メカニズム”を
分析するとともに，より具体性のある応用仮想事例についての検討を行った。

＊ 2008年度　The Second Subcommittee, The First
License Committee

知的財産ポートフォリオに基づくライセンス
戦略による事業への貢献
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門に第一義的に求めているのは，安定した事業

環境とリスクヘッジ，すなわち安心してビジネ

スができる環境を整備，維持するということで

あり，特許ライセンス収入を得ることを第一に

期待してはいない。特許ライセンス収入は，市

場拡大（需要に対する供給確保），顧客層から

の要求により侵害者に対して差止請求権を行使

できない場合の次善策，購入価格を下げるため

の調達先への他社販売承諾などの結果である。

収入を得ること自体は否定されるものではない

し，一定の条件下では事業戦略の一つとして存

在し得るが，それのみに注目することは適切と

はいえない。

2002年の知的財産戦略大綱１）により知的財産

が以前に比べて重要視されてきたとはいえ，知

的財産部門の本来の存在意義は，「事業戦略の

実効に貢献する」ことであり，経営部門，研究

部門の上位に立ちこれらを先導する立場とは必

ずしもいえないし，また知的財産戦略の実行を

もってすればただちに事業戦略が達成されると

も限らない。

知的財産部門の立場から「三位一体戦略」の

意味を考えるとそれは「知的財産部門の事業戦

略策定への参画」ということになる。本稿では，

実体として考えられる「めざすべき三位一体戦

略」とその内にある「事業戦略策定への参画」

の位置づけを確認し，数ある知的財産戦略２）の

うち知的財産部門が能動的に活動することがで

き，また事業戦略実効への貢献に最も直結する

と考えられる「知的財産ポートフォリオとライ

センス戦略３）との関係」にフォーカスし，「事

業戦略策定に参画」していくことの意味を考え

ていくこととする。

通常のライセンス契約締結フローがそうであ

ったように，これまでは事業戦略が確立された

後に知的財産ポートフォリオが精査・評価さ

2 ．事業戦略策定への参画

れ，その結果に基づいてライセンス戦略が実行

されてきた。三位一体戦略というからには，事

業戦略が固まった後からライセンス戦略を立案

するのでは遅く，経営部門，研究部門とともに

知的財産部門が事業戦略の作り込み作業に携わ

っていなければならない。具体的には，経営部

門，研究部門が持つ戦略イメージに対して，知

的財産ポートフォリオを背景にアドバイス，フ

ィードバックを行い，戦略策定の見直しを要求

していくことになる。

こうした中で「知的財産部門の事業戦略策定

への参画」を考えると，先ず経営部門，研究部

門がイメージし期待する事業戦略の構想（まだ

固まってはいない）が存在する中で，これを知

的財産面から評価すること及びこの評価結果に

基づくコンサルテーションを行い，当該事業戦

略を確立するための役割を担っていくことこそ

実体的な参画であるといえる。様々な知的財産

戦略のうち知的財産ポートフォリオとライセン

ス戦略に焦点をあてた場合，その内容は具体的

には，

（Ⅰ）知的財産ポートフォリオに照らした当

該事業戦略の実現に貢献するためのラ

イセンス戦略の選定

（Ⅱ）当該ライセンス戦略を実行するにあた

っての経営部門，研究部門の牽引

ということになる。そして知的財産部門スタッ

フがこの評価及びコンサルテーションを行うた
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めには，ライセンス戦略の実行がどのように事

業戦略の実効に貢献していくかのメカニズム

（“事業貢献メカニズム”）を理解していなけれ

ばならない。

先ず事業戦略の策定段階において，製品の将

来像と世の中の動向とに基づき事業成功の期待

値が展望される。続く遂行段階において，その

達成に向けた諸活動が実行される。ライセンス

戦略がこのような事業戦略の実効に貢献するメ

カニズムを，（Ⅰ）知的財産ポートフォリオの

「活用手段」，（Ⅱ）「活用手段」を講じることに

よって発揮される「機能」，（Ⅲ）「機能」が発

揮されることによってもたらされる「効果」に

ブレークダウンして説明する。

図２の左側の流れは，事業戦略の遂行段階に

おいて知的財産部門によるライセンス戦略の実

行が事業戦略の実効に貢献していく過程を示し

ている。知的財産ポートフォリオはその活用形

態によってさまざまな複数の機能を発揮する。

例えば，独占排他権を行使して差止めを行うな

どの「活用手段」を講じることによって，競合

の参入を阻止・抑制するなどの「機能」を発揮

する。しかるのちに，事業の優位性や安定性な

3．1 ライセンス戦略の事業貢献メカニズム

3 ．個々の事業戦略に応じたライセン
ス戦略

どに直接貢献できる「効果」がもたらされる。

一方，事業戦略策定に知的財産部門が参画す

る場面では右側の流れを辿ることになる。先ず

期待値たる事業戦略イメージが立案されたなら

ばその事業戦略の実効に求められる「効果」を

的確に認識しなければならない。次にこの「効

果」をもたらすためにはどのような「機能」が

発揮されるべきなのかを列挙して分析する。さ

らに，それぞれの「機能」を発揮させるために，

「活用手段」の選択肢の中でどれを講じるのが

適切であるかを検討する。このような思考プロ

セスを採用することにより，ライセンス戦略の

事業貢献メカニズムが明確になる。

以下，典型的な４種類の事業戦略の類型（独

占，参入，投資回収，市場拡大）を取り上げて，

それぞれの場面でのライセンス戦略の事業貢献

メカニズムを「活用手段」「機能」「効果」の側

面から考察し，この思考プロセスの理解を深め

ていくことにする。なお，理解を簡単にするた

め知的財産ポートフォリオは特許ポートフォリ

オに特化して話を進める。

（1）事業戦略の概要

この事業戦略は，「先発メーカが，市場シェ

アの大半を獲得しそれを維持していく」という

ものである。この先発メーカは，当該技術分野

の基本特許４）を取得し，改良技術など周辺特許

についても強力な特許ポートフォリオを形成

し，他社を大きくリードしている。

（2）ポートフォリオの機能発揮による効果

この事業戦略においては，製品市場を牽引す

るため，基礎研究を早い段階から他社に先駆け

て実施し，当該技術分野における基本特許を複

数出願・取得している。また，試作，実証試験

を繰り返し行い，改良技術，代替技術について

3．2 市場を独占する事業戦略の場合（独
占戦略）
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も時間をおかずに出願・権利化することによ

り，特許ポートフォリオを強力なものとしてい

る。

競合他社がこの技術分野の製品を製造販売す

るにはこれらの特許権を侵害しないようにする

ことが必要となり，技術的，事業的に参入する

ための大きな障壁となる。この結果競合他社の

市場参入を阻止・抑制するという「機能」が発

揮され，市場における自らのシェアを維持し現

行のビジネスを保護することができるという

「効果」がもたらされる（図３）。

また，強力な特許ポートフォリオを保有（維

持・管理）することにより，自社の事業の自由

度を確保し安心して実施できるという「機能」

が発揮されることによっても，安定供給が保証

できることからシェアの維持や拡大に寄与でき

る。すなわち，強力な特許ポートフォリオが抑

止力となって競合他社に権利行使を躊躇させる

ことが期待できるし，仮に競合他社から権利行

使を受けた場合であっても，自社の強力なポー

トフォリオを活かしてクロスライセンスに持ち

込むなどの手段を採ることができ，製造販売の

差止めという，事業にとって最悪の事態は回避

できる可能性が高い。

（3）ポートフォリオの活用手段

前述した「機能」を発揮させるための「活用

手段」を考察する。

第一に，競合他社の参入を阻止・抑制するた

めに権利行使を積極的に行い，自社特許の侵害

については，「警告（差止め）」，「訴訟（差止め）」

といった手段を有効に活用し，“競合他社へは

ライセンスを行わない”戦略を採用する。また，

このような積極的な権利行使を行わず，強力な

特許ポートフォリオを「保有（維持・管理）」

しているだけでも，競合他社が自ら権利を回避

する努力を行うことによって参入が遅れたり，

参入を断念したりすることが期待できる。

第二に，「自社のビジネスに影響のない範囲

（地域，製品分野）を限定し」，あるいは「価格

面において競争力が生じる程度の実施許諾料を

課し」ライセンスを行うという手段を状況に応

じて講じることも有効である。

（1）事業戦略の概要

この事業戦略は，「後発メーカが，既に成長

または成熟している製品市場に新たに参入し，

その市場内での一定のシェアを獲得すると共に

維持していく」というものである。基本特許は

既に先発メーカに取得されており，この後発メ

ーカが新たに市場参入するには自社の特許ポー

トフォリオが相対的に弱い。

（2）ポートフォリオの活用手段

既に成長または成熟している製品市場へ安全

に参入していくためには，その製品を適法に製

造し，販売することを可能にする必要がある。

先発メーカが保有する特許発明を適法に実施

することができない場合，当該特許権を侵害し

ない技術を保有しているか新規に開発すること

がない限り，新たな製品市場への参入を行うこ

3．3 市場に新規参入する事業戦略の場合
（参入戦略）
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とができない。このため，当該特許発明を適法

に実施する権利を確保することは，この事業戦

略においては重要な要件となる。この適法に実

施する権利を確保するための手段としては，第

一に先発メーカが保有する特許権のライセンス

を受けることが考えられる。ライセンスの態様

としては，（Ⅰ）特許権を保有する者から一方

的にライセンスを受ける，（Ⅱ）自社の保有す

る特許権を相手方にクロスライセンスする，

（Ⅲ）複数の先発メーカが自ら保有する特許権

によりパテントプールを構成している場合その

パテントプールからライセンスを受ける，など

があり得る。

第二に事業撤退等を検討している先発メーカ

がいる場合には，ライセンスを受けるのではな

く，その先発メーカが保有する特許権自体を譲

り受けるという手段も採り得る。

ライセンスや譲渡を受けた権利も自社の権利

であり特許ポートフォリオの構成要素であるか

ら，上記のような手段を採ることにより，既に

保有する自社の特許権とともに，新規に参入を

図る製品に関する自社の特許ポートフォリオを

質・量ともに充実させることが可能になる。

（3）ポートフォリオの機能

上記活用手段を講じることにより，新たに参

入する製品市場における事業活動について一定

の自由度を確保することができ，また先発メー

カが保有する基本特許にかかる発明を適法に実

施することが可能になるため，先発メーカの特

許権による事業阻害の可能性を懸念することな

く，安心して事業を継続することが可能になる

という機能を発揮させることができる（図４）。

（4）ポートフォリオの機能発揮による効果

上記機能発揮の結果，新たに参入する製品市

場でのシェアを獲得し，また獲得したシェアを

維持することに貢献するという効果をもたらす

ことになる。

（1）事業戦略の概要

この事業戦略は，「製品市場から撤退する際，

または研究・開発は行ったものの市場参入まで

は至らなかった際に，それまでに構築してきた

特許ポートフォリオを活用して，ライセンス収

入又は譲渡収入などの直接収入を得ることを重

視する」というものである。

（2）ポートフォリオの機能発揮による効果

本戦略を採る事によって，事業の撤退・再編

に至るまでに出願・権利化してきた特許権を活

用して，ライセンス収入又は譲渡収入といった

直接的な利益を得ることができる。これによっ

て，投資した費用を回収することができ，さら

に新規の研究開発に投資することが可能とな

り，経営に貢献していくことになる。

（3）機能を発揮させるための手段

上述の機能を発揮させる手段としては，主に

「特許権を譲渡する（専用実施権の設定を含む）」

「特許権にかかる通常実施権を許諾する」の２

通りが考えられる。特許権を譲渡すると，特許

権の譲渡対価等の確保ができ他社の実施の有無

3．4 市場から撤退するあるいは市場への
参入を断念する場合（投資回収戦略）
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に関係なく一括収入を得ることができる。一方，

通常実施権を他社へ許諾した場合はライセンス

収入の確保が期待できる。ライセンシーの実施

に応じて継続的に収入を得ることができ，複数

社に許諾することにより高額の収入を得ること

も可能である（図５）。

（4）本戦略を実行する際の留意点

特許権を譲渡するのか，通常実施権を許諾す

るのかは，当該事業市場の大小，当該事業に参

入している企業数，市場シェアの状況，等によ

って変わってくるので，状況に応じた判断が求

められる。

特許権を譲渡する場合はその権利の価値算定

が容易であるため，発明者への報奨についてと

りわけ注意を払う必要がある。近年，職務発明

にかかる発明者への対価が問題となるケースが

発生しているからである。

通常実施権を他社に許諾した場合，これを許

諾していない第三者が当該特許権を侵害するこ

とがあるかもしれない。その際は，既にライセ

ンス契約を締結しているライセンシーとの公平

性を担保するために，その第三者に警告を発し

損害賠償請求をすることを検討することが必要

となる。

他社に対し，通常実施権の許諾を受けること

を勧める際には，他社が自社の別事業に関連す

る特許権を保有しているかどうかを確認する必

要がある点に注意すべきである。実施権の許諾

についての交渉中に，カウンターとして当該別

事業に関連する特許権の提示を受けるのを避け

るためである。

また，他社が自社の別事業にとって非常に有

益となる特許ポートフォリオを保有している場

合は，クロスライセンスすることでその別事業

の自由度を上げることも，事業撤退・参入断念

時の既存特許ポートフォリオの有効活用といえ

る。

（1）事業戦略の概要

この事業戦略は，特定の技術を自社以外にも

開放し，市場を開拓・拡大する戦略である。他

社の参入を抑止して自社のシェア獲得を狙う独

占戦略とは，対照的なポジションに置かれる。

（2）ポートフォリオの機能発揮による効果

近時においては，例えば情報通信に代表され

るように，様々な通信機器間において廉価でボ

ーダレスなコミュニケーションの実現が求めら

れている。

このような技術分野では，関連した事業を行

っている複数の企業で，技術仕様の統一を図っ

ていく中で，特許を開放し「仲間作り」を進める

ことが肝要となる。特許ポートフォリオのこの

機能が発揮されると，ネットワークの外部性５）

が効果的に作用して，統一化された技術の製品

市場が発展的に拡大していくという効果がもた

らされる。

この戦略の第二の効果は，いわゆる「仲間」

が増えることに伴い，これらの仲間からのライ

センス収入の増加も見込まれることにある。一

方，特定の部分の技術が手薄であった企業や後

発ながらも事業化を望んでいる企業にとって

3．5 市場を拡大する事業戦略の場合（市
場拡大戦略）
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は，必要な特許権について合理的な条件の下で

ライセンスを受けられることで，不足している

技術を容易に補完して事業に参入できるメリッ

トがある。

また，標準化にかかわらない技術分野でも，

他者との協業による新たな技術の開発やビジネ

スモデルの創出，他の分野等への技術転用など，

イノベーションの促進がもたらされ，自社技術

をコアとする新たな市場の開拓という効果が得

られる場合もある（図６）。

（3）機能を発揮させるための手段

特許ポートフォリオの機能が発揮されるため

には，その技術をできるだけ多くの企業に普及

させるような方策を講じることが重要となる。

昨今は，パテントプールと呼ばれる特定技術

の必須特許のライセンスを管理する管理団体な

どを組織し，複数の特許権者の特許権をプール

して，ライセンスを希望する企業に非差別的な

条件の下で許諾する形態が典型となっている。

このようなパテントプールによってライセンス

条件を策定する場合，ライセンシーに対して合

理的・一律的（安定的）なライセンス条件を策

定することが，技術の普及を促進する重要な要

素となる。しかし，自社が他の企業に先駆けて

多額の投資を行い技術開発して形成した特許ポ

ートフォリオを保有している場合には，貢献度

に応じた適正なライセンスの分配を受けられる

ような条件であることにも留意する必要がある。

また，パテントプール以外でも，特許をオー

プン化６）することによって，前述の特許ポート

フォリオの効果が得られる場合がある。例えば，

未成熟な技術を他社とのアライアンスによって

補完し普及させることを意図して，アライアン

スに参加する企業間で保有特許を合理的な条件

でクロスライセンスしあうことなどにより，市

場の開拓・拡大を促進しつつ，事業において先

行者としての優位性を得る場合などである。

（4）本戦略の留意点

本戦略においては，独占戦略との単純比較で

は市場の拡大によるライセンス収入の増大は期

待できるものの，開放された技術については他

者との差別化ができないことにより，単位製

品・サービスあたりの利幅が減少する可能性が

ある点に留意すべきである。特許ポートフォリ

オの開放が市場から歓迎され，市場拡大戦略の

実効を導くものであるとしても，この手段を採

用することにより自社に利益をもたらすために

は，事業の特性や当該事業における自社の総合

的なポジション等も十分考慮して，開放戦略と

独占戦略とのバランスを取ることが重要である。

前章において典型的な４つの事業戦略におけ

るライセンス戦略について説明したが，与えら

れた環境７）に応じてこれらのライセンス戦略を

適切に使い分けることが必要であり，さらには

環境の変化に応じてライセンス戦略を変更する

ことも必要である。

そこで仮想事例を設定し，それぞれの局面で

の適切なライセンス戦略を検討した。なお，本

事例では理解を助けるために具体的な社名や製

品を記載しているが，これらは架空の社名であ

り製品である。

4 ．事例紹介
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（1）先発のＮ社による独占戦略

乾電池の製造・販売を行うニューパワー社

（Ｎ社）は，従来のアルカリ乾電池よりも寿命

が数倍長い新型の乾電池の開発を行っていた。

2010年頃，Ｎ社の開発部は特定の電極材料と

特定の電解質の組み合わせとによって乾電池の

寿命が飛躍的に向上することを発見し，Ｎ社は

この技術について特許出願を行った（特願

2010-XXX）。Ｎ社の経営陣はこの新型乾電池

を独占的に製品化できれば大きな利益が得られ

ると判断し，独占戦略を採ることとした。Ｎ社

の知的財産部は独占戦略を採るためには他社の

参入を妨げる強力な特許ポートフォリオを形成

することが必要であることを開発部に伝え，開

発部と協力して多数の特許出願を行った。

2015年，特願2010-XXXが登録され，新型乾

電池の基本特許となった（’123号特許）。さら

に多数の周辺特許も取得して強力な特許ポート

フォリオを形成した上で，Ｎ社は新型乾電池で

あるX1製品を発売した。

X1製品は従来の乾電池よりも価格は高いも

のの寿命が飛躍的に向上しているため，従来の

乾電池とは異なる市場を形成した。Ｎ社の積極

的な宣伝により，X1製品の売上は順調に拡大

し，今後もさらなる拡大が見込まれた。

（2）後発のＧ社による参入戦略

Ｎ社は独占戦略を採用しているため，Ｎ社の

知的財産部は新型乾電池市場への参入を図った

同業他社に対して積極的に侵害警告や訴訟など

の権利行使を行い，その市場への参入を阻止し

た。また，同業数社より’123号特許の実施権

許諾の要請を受けたがＮ社の知的財産部はこれ

を拒絶した。そのためＮ社は同市場をほぼ独占

することができ，大きな利益を上げていた。

Ｎ社の同業であるグリーンエナジー社（Ｇ社）

4．1 事例１（新型乾電池）
は，新型乾電池市場への参入の検討を始めた。

検討の過程でＧ社の知的財産部は’123号特許

を始めとするＮ社の特許ポートフォリオの存在

を確認し，同市場に参入するためにはＮ社から

特許権のライセンスを受ける必要があることを

経営陣に伝えた。

新型乾電池市場が今後も順調に拡大すると見

込まれることから，Ｇ社の経営陣は，後発であ

る上にＮ社に対するロイヤリティの支払いが発

生しても一定の利益を上げることができると判

断し，新規参入戦略を採って同市場に参入する

方針を決め，2015年からひそかに研究開発を始

めた。その過程でＧ社の開発部は，乾電池の電

極形状を工夫することによって，乾電池の内部

抵抗を低減し大きな電流を流すことができる技

術を開発し，特許権（’456号特許）を取得した。

Ｇ社では，開発部が製品化に向けた開発を進

める一方，知的財産部がＮ社からの実施許諾を

受ける手段について検討を行っていた。具体的

には，単純にＮ社から実施許諾を受ける他に，

クロスライセンスによってできるだけロイヤリ

ティの支払いを抑制することも検討していた。

そのころ，Ｎ社は新たにX1製品の改良製品

（X2製品）を発売していた。Ｇ社の知的財産部

がX2製品を購入して分解したところ，X2製品

がＧ社の’456号特許を侵害していることが判

明した。そこでＧ社の知的財産部長はＮ社を訪

問して侵害警告を行うとともに，新型乾電池に

関連して両社が保有する特許権のクロスライセ

ンスを提案した。

Ｎ社は独占戦略を採っていたため新型乾電池

に関する特許を他社にライセンスしない方針で

あったが，すでに発売済みで売れ行きも好調な

X2製品が’456号特許を侵害していることが事

実であり，設計変更による侵害回避も困難であ

ったため，やむを得ずＧ社の提案に応じた。Ｎ

社が基本特許を保有していることに鑑みて，Ｇ

社がＮ社に売上の１％をロイヤリティとして支
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払う有償クロスライセンス契約を，2018年中頃

に締結した。

このクロスライセンス契約により，Ｇ社は新

型乾電池市場に参入する特許面での障壁を解消

した。この頃までには技術面でも参入の準備が

完了していたため，Ｇ社は2020年に新型乾電池

であるY1製品を発売し，新型乾電池市場に参

入した。

（3）Ｇ社による次世代製品の独占戦略

新型乾電池市場におけるＮ社の知名度はＧ社

を圧倒していたが，Ｇ社の市場参入に伴う価格

競争によりＮ社の利益率は低下した。Ｎ社はト

ップシェアを維持して利益を確保するためにも

新型乾電池のコストダウン，品質の改良に技術

開発のリソースを投入し，同時に新型乾電池に

関する周辺特許の出願・権利化を進めていった。

これに対抗してＧ社も，新型乾電池の周辺特

許の出願・権利化を進め，また新型乾電池の出

力増大化に関する特許を保有する大学からその

特許を買い取ることで，特許ポートフォリオの

充実を積極的に図った。これにより自社の事業

を安心して実施可能とするとともに，自社開発

技術や大学から導入した技術をテコに，新型乾

電池市場でのシェア拡大を目論んだ。また，Ｎ

社とのライセンス契約の次回更改時には，Ｇ社

に有利な条件とすることを目指していた。

その一方でＧ社は2021年から，新型乾電池と

はまったく異なる化学反応を用いた次世代乾電

池の研究開発に着手した。それまで開発してい

た新型乾電池Y1製品の改良型では，せいぜい

２倍の電池寿命が期待されたに過ぎないが，次

世代乾電池はY1製品と出力が同等であるにも

かかわらず，100倍の寿命を持つと考えられて

おり，Ｇ社社内の一部の研究者が細々と研究を

スタートさせたのである。しかし，その化学反

応が安定せず，製品化のためには信頼性の面で

大きなブレークスルーが必要で，製品化は遅々

として進まなかった。

その間Ｎ社は，集中的に新型乾電池の改良に

取り組み，X2製品の後継品を矢継ぎ早に投入

してきたため，Ｇ社のY1製品は思うようにシ

ェアを伸ばすことができなかった。

2022年，この現状に鑑み，Ｇ社の役員会では

事業方針の転換を決定し，次世代乾電池の製品

化を急ピッチで進めるため，10倍の開発費と，

優秀な技術者を重点的に投入した。

Ｇ社は，Ｎ社の持つ特許ポートフォリオによ

って新型乾電池市場への参入が遅れたという苦

い経験を教訓に，次世代乾電池については開発

当初から独占戦略を展開する方針を定め，次世

代乾電池の基本コンセプトの発想時点から積極

的に特許出願を行った。さらに製品開発段階で

も，機構，材料などの技術カテゴリー毎に特許

ポートフォリオの充実を目指し，開発陣は徹底

的に周辺特許出願を行った。

2025年，開発着手から４年に及ぶ試行錯誤の

末，Ｇ社はついに次世代乾電池Y100製品の製

品化に成功すると共に，基本特許（’789号特許）

を含めた確固たる特許ポートフォリオを構築す

ることができた。Ｇ社がY100製品を市場に投

入したところ，新型乾電池に比べて数倍高額な

がら超・長寿命であるため，コストパフォーマ

ンスが飛躍的に高まり，各家庭に徐々に広がっ

ていった。

2027年，Ｇ社の保有する次世代乾電池の特許

ポートフォリオはさらに充実していた。この頃

にはＧ社のY100製品を真似た次世代乾電池を

販売するメーカが現れ始めたが，Ｇ社は常に市

場をウォッチしてそのようなメーカに侵害警告

を行い，次世代乾電池の品質に対する信頼を保

つと共に，他社の次世代乾電池市場への参入を

妨害した。新型乾電池に比べて高額なため，次

世代乾電池市場自体はまだ小さいものの，これ

をＧ社は独占した。
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（4）Ｎ社の投資回収戦略

2030年，Ｎ社が保有していた新型乾電池に関

する基本特許（’123号特許）が満了すると同時

に，多数のメーカが類似品を製造販売し始めた。

これによってＮ社は大きくシェアを落とし，ま

た，価格競争の激化から，Ｎ社の新型乾電池で

得られる利益は次第に低下していった。

2035年，Ｎ社の取締役会では，新型乾電池事

業の先行きに赤字転落の懸念を抱き，そうなる

前に投資回収戦略を採ることを決定した。事業

は撤退したものの，幸いＮ社には新型乾電池に

関する周辺特許が多数残っていたため，これを

新規参入メーカに100億円で一括譲渡すること

ができ，それまでの開発費用を上回る利益を得

ることができた。

2030年から2035年にかけて，Ｇ社の発売した

次世代乾電池Y100製品は，その性能の良さか

ら，新型乾電池に取って代わって順調に市場を

拡大していった。Ｇ社はY100製品の改良を行

う度に，それに関係する特許の出願・権利化を

怠らなかった。また，相変わらず新規参入者へ

の特許警告を行うことで，次世代乾電池市場を

独占し続けたため，大きな利益を確保すること

ができた。

（5）本事例の解説

本事例のＮ社では，独占戦略により一定の期

間，市場を独占できたという点でライセンス戦

略としては成功している。しかしＮ社は，独占

戦略で作り出した自社優位の期間を有効に活用

し次世代の事業を育成することができなかった

という点において，事業として成功とはいえな

い状況に陥った。一方，Ｎ社には事業撤退する

際に保有する知的財産の売却を通じて得た資金

があり，これを新規事業に振り向けることによ

り将来性のある新たな市場への参入が可能とな
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っている。このように，ライセンス戦略上の成

功が事業の成功に結びつかない場合もあり，事

業での失敗をライセンス戦略でリカバーできる

場合もある。知的財産にかかわる者が考えなけ

ればならないのは，企業が置かれた各状況に合

わせた最適なライセンス戦略を提案することで

ある。

（1）自動車メーカ「スーペリア社（Ｓ社）」

による次世代自動車の開発

地球温暖化が問題となり，なおかつ将来的に

石油を始めとする化石燃料が枯渇する懸念か

ら，自動車の製造を手掛けるメーカは現存する

ガソリン車に取って代わる次世代の自動車の開

発に力を注いできた。

Ｓ社は，水素を燃料とする燃料電池車こそ，

次世代の自動車としてふさわしいと考え，他社

に先駆けて研究開発を続けてきた。主要技術と

なる駆動系，制御系と併せ，燃料電池の方式に

ついても検討を重ね，その結果，固体高分子形

燃料電池（PEFC）を使用する自動車こそが，

本命になり得ると考えたＳ社は，積極的にこれ

ら技術に関する特許出願を実施し，特許ポート

フォリオの拡充を図った。

さらにPEFCの改良を進めた結果，白金の使

用量を大幅に削減した上に高い発電効率を達成

するＡ技術の開発に成功した。このＡ技術が将

来事業の鍵となると睨み，積極的に特許出願を

行い，基本特許から周辺特許までの充実した特

許ポートフォリオを構築した。

プロトタイプの燃料電池車が完成し，官民合

同の試験プロジェクトが行われることが決定し

た。結果はＳ社の予想どおり成功を収め，

PEFCを搭載した燃料電池車の優秀さが認知さ

れたことや，法整備が進んだこともあり，Ｓ社

は燃料電池車の市場投入のタイミングを図って

いた。

4．2 事例２（燃料電池車）

（2）次世代自動車の市場投入に向けた戦略

（市場拡大戦略と差別化技術にかかる独

占戦略）

Ｓ社は市場調査を行い，どのような戦略で燃

料電池車を市場展開すべきか検討を行った。

燃料電池車を市場に投入するにはインフラの

整備が欠かせない。燃料となる水素を供給する

業者の存在なくしては市場自体が成り立たない

し，燃料電池車普及のための環境整備，例えば，

税制上の優遇措置やその他官主導による諸政策

が必要となる。また，コストの問題もある。い

かに環境意識が高まったといえども，コストが

かかる上に，メンテナンスに手間がかかる車を

真っ先に購入したいと考える消費者は少ないこ

とがわかった。

上記のような様々な要因を検討した結果，Ｓ

社は，燃料電池車の市場投入には官だけでなく

他社も巻き込み，市場を拡大することが必要で

あると考えた。市場拡大により，コスト削減や

インフラ整備の促進が見込まれるためである。

この方針に基づき，どのようなライセンス戦

略を採るべきかについて，Ｓ社の知的財産部門

は事業部，経営陣と協議を行った。もしＳ社の

特許ポートフォリオが低額で開放されれば，他

社の参入障壁が低くなり市場拡大には有効であ

ることから，Ｓ社の知的財産部門は特許ポート

フォリオを低額の実施料で開放することを提言

した。

一方，社内には，自社技術の安易なライセン

スは，今までの研究開発費が回収できない上，

自社の競争力を低下させるのではないかと，こ

の知的財産部門の案を疑問視する意見もあっ

た。そこで，知的財産部門はコスト・性能優位

性のあるＡ技術の特許を除いた特許ポートフォ

リオを，燃料電池車に限定して低額で開放する

という戦略を提示した。

確かに，自社で研究開発した技術を安価に開

放するのは，それまでに投資した金額や時間と
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照らし合わせてみても割に合うものではなかっ

たが，シェアは低下しても市場拡大により結果

的に売上増加が見込まれること，部品等が増産

され，結果的にコスト削減が見込まれること，

市場拡大により，今まで以上に水素供給業者に

よる水素供給ステーション建設が見込まれる等

のメリットの方が大きいと判断した。ただし，

今後の自社の優位性確保も必要であると考え，

差別化技術としてのＡ技術をライセンス許諾し

ない戦略としたのである。

経営会議にてこの戦略が承認された。この決

定に基づき，知的財産部門はライセンスプログ

ラムを策定し自動車メーカ各社へ案内を行っ

た。自動車メーカ各社は，（Ⅰ）非常に低額の

ライセンス料であること，（Ⅱ）技術的優位性

は十分検討に値すること，（Ⅲ）官民合同の試

験プロジェクトが行われインフラの整備が進み

つつあることもあったため，各社はこのライセ

ンスプログラムへの参画を表明した。

（3）３次世代自動車の投入（上記戦略による

効果）

Ｓ社始め数社は，水素を使用する燃料電池車

を市場に投入した。必要十分な動力性能を備え

環境にもよく，また，税制上の優遇措置という

味方をつけた事もあり，燃料電池車は徐々に普

及し市場は拡大した。高性能電池搭載で，性能

の優れたＳ社の燃料電池車は順調にシェアを伸

ばしていった。

一方，後発メーカは，燃料電池の高性能化の

面では技術面でもＳ社に追いつけず，また，Ｓ

社によりＡ技術に関する特許が固められていた

ため，低コストでの高性能の燃料電池の開発は

難航し，結果的にこれが燃料電池車の売上にも

響くようになっていた。

高性能なＳ社の燃料電池は，次第に他社の燃

料電池車にも搭載されるようになり，燃料電池

市場において車載電池として高シェアを占める

ようになった。

こうして，Ｓ社は適切な事業戦略と特許ライ

センス戦略を採ったことにより，燃料電池車と

車載用燃料電池市場で高シェアを獲得すること

に成功した。

（4）本事例の解説

Ｓ社の成功の要因は，単独での市場開拓に頼

らず，他社や官をも巻き込む市場拡大戦略を選

択したとともに，差別化技術については独占戦

略を採用し，全体のパイを広げつつその中で高

いシェアを確保したことにある。このように事

業の性質，特徴にあわせて，先に説明したライ

センス戦略を組み合わせて実行することが，実

際のビジネスの場面では非常に重要である。そ

して事業戦略の立案段階で，知的財産部門が，

経営部門，研究部門と連携して事業計画に沿っ

た有効なライセンス戦略を策定し，実行を牽引

したことが，成功につながったといえる。

４つの典型的な類型と２つの事例によって事

業貢献メカニズムの概念を説明した。この思考

プロセスが頭の中の引き出しに丁寧に整理さ

れ，実際の事業戦略策定への参画場面での知的

5 ．おわりに
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財産面からの評価，コンサルテーションの一助

になれば幸いである。

最後に，知的財産ポートフォリオの価値を，

海面に浮かぶ氷山を用いて表現してみることに

する（図９）。氷山の大きさは知的財産ポート

フォリオの事業貢献価値を表す。氷山の海面か

ら出ている部分は可視化された価値を表してい

ることから，他社から得たライセンス料などの

金銭化された事業貢献価値（“金銭価値”）を示

している。また，氷山の海面下の部分は，事業

保護などによる可視化されていない事業貢献価

値（“事業保護価値”）を表している。

独占戦略では，ポートフォリオの機能発揮に

よる安心実施の確保と競合の参入抑止により，

事業保護価値（海面下の部分）が多くを占めて

いる。研究開発活動に沿って出願・権利化・維

持・管理された特許ポートフォリオの一義的な

目的は事業保護であって，これこそが正に王道

である。

参入戦略は，後発での市場参入のためライセ

ンス料の支払いが必要となるものの，安心実施

の確保により自社の事業保護価値が創出され膨

らみつつある状態を実現する。ここでは，ライ

センス料という支出が生じていても，ビジネス

を勝ち取ることによりトータルとしては成功と

いうべきである。

投資回収戦略では，もはや自社の事業が存在

していないため事業保護価値は消滅しているも

のの，他社に権利譲渡，実施許諾することによ

り，可視化された金銭価値たる譲渡料およびラ

イセンス料が得られるようになっている。

市場拡大戦略においては，市場が開拓・拡大
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していくにつれて，可視化できない事業貢献価

値，金銭化された事業貢献価値がともに増大し

ていくことになる。

このように選択，実行された戦略によって知

的財産ポートフォリオの事業貢献の仕方は異な

る。事業の置かれた状況に応じて海面に対する

氷山の位置を上下方向に制御し，海面上に出て

いる部分（金銭価値）と海面下に沈んでいる部

分（事業保護価値）との割合を調整することが

ライセンス戦略であるともいえる。

冒頭に触れた「経営に資する
．．．

知的財産戦略」

の「資する
．．．

」の意味を考えたときに，知的財産

ポートフォリオが果たす事業貢献のうち，海面

上に出ていて可視化できる部位のみに安易に注

目するのではなく，海面下に沈んで可視化され

ていない部位にこそ本来の高い事業貢献価値が

あることを意識して，事業戦略策定への参画場

面で，知的財産部門としてあるべき三位一体戦

略の実現を目指していくべきである。

本稿は，2008年度ライセンス第１委員会第２

小委員会の永井聡（デンソー），堀匡樹（セイ

コーインスツル），安藤淳二（パナソニック電

工），稲垣顯（セイコーエプソン），稲垣慎太郎

（アンリツ），川越浩美（山武），岸俊介（リコ

ー），中馬めぐみ（オリンパス），中村佳代子

（富士ゼロックス），中村文人（カシオ計算機），

濃野仁（シャープ），野田康子（日本電気），

広瀬勇一（富士通），藤原茂倫（東芝テック），

宮口真介（村田製作所）が作成した。

注　記

1） 2002年７月に政府の知的財産戦略会議により決

定された日本における知的財産政策の基本方針。

2） ライセンス戦略，出願・権利化戦略，知的財産

人材育成戦略など多数の戦略の集合したもの。

3） 知的財産ポートフォリオの機能を発揮させるた

めの活用手段を製品，時期，地域，相手などに

応じて，タイミングも含めて適宜に組み合わせ

て計画・実行すること。

4） 先行技術がほとんど見当たらず原理的に新しい

発明であり，競合他社が，市場参入するにあた

り，当該製品を生産販売する上で，代替技術が

ほとんどなく，基本特許を回避できたとしても

顕著に製品の性能が劣化してしまうもの。

5） ネットワークの特性を持つ製品・サービスにお

いて，利用者数や利用の頻度などがその製品・

サービスの利用によって得られる効用や利用価

値に影響を与えるという性質のこと。価値の源

泉が製品・サービスそのものではなく，需要側

――しかも特定需要者の個別のニーズではなく，

需要者全体に依存する構造になっていることを

示 す 言 葉 （ I T マ ネ ジ メ ン ト 用 語 事 典

http://www.atmarkit.co.jp/aig/04biz/net

workexternality.html）で，電話や電子メールの

ように利用者の数が増すことによって利便性が

向上したり，コンピュータやDVD等のプレーヤ

ーのように対応ソフトウェアが増えることによ

ってハードウェアの魅力が向上するなど，利用

者数の増加によりサービス・製品の価値が高く

なる特性。

6） 一定のルールに従って，特許権を第三者に許諾

するあるいは権利行使しないこと。

7） 保有する特許ポートフォリオの状況，市場環境，

対象となる製品の性質，等が考えられる。

（原稿受領日　2009年７月２日）
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